
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
自車と先行車との車間距離を所定値に制御する車間距離制御モードを備えた車両走行制御
装置において、
前記車間距離制御モードの設定を行なう車間距離制御モード設定手段と、
該車間距離モード設定手段によって車間距離制御モードに設定された場合に、前記先行車
の有無を確認する先行車確認手段と、
該先行車確認手段によって先行車の存在が確認された場合には、該先行車を捕獲中である
ことを運転者に報知する先行車報知手段と、
該先行車報知手段によって先行車を捕獲中であることが運転者に報知された場合に、該運
転者の操作に基づいて前記車間距離制御の実行をこの捕獲中の先行車に対して指示する車
間距離制御指示手段と、
該車間距離制御指示手段の指示によって車間距離制御が実行されている場合に、前記捕獲
中の先行車が消失したか否かを判定する先行車消失判定手段と、
該先行車消失判定手段によって先行車が消失したことが判断された場合には、前記車間距
離制御を中止する車間距離制御中止手段と、
を備えるとともに、
前記先行車消失判定手段は、前記捕獲した先行車が認識状態でないと判定された状態の連
続時間が所定値以上の場合には、前記先行車が消失したと判断することを特徴とする車両
走行制御装置。
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【請求項２】

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、自車と先行車との車間距離を所定値に制御する車間距離制御モードを備えた車
両走行制御装置に関し、詳しくは先行車の有無を確認して安全に車速を制御する車両走行
制御装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、車両の走行状態を制御する車両走行制御装置としては、車両を一定の設定速度で走
行させる定速走行制御モードや、レーダ等の車間距離検出装置によって先行車と自車との
車間距離を検出して、所定の車間制御を行う車間距離制御モードを備えているものがある
。例えば特開昭６０－１２１１３０号公報には、前方に車両がいない場合には、現在の車
速維持を行う様に制御する装置が記載されている。また、前方に車両がいない場合に、セ
ット車速までの加速を行う様に制御される装置も知られている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、この様な制御を行なう装置では、車間距離検出装置による検出が１００％
完全でない限り、種々の不具合が生じる可能性がある。
つまり、車間距離検出装置の検出範囲内において、例えば実際には前方に速度が遅い先行
車が存在するにもかかわらず、何等かの原因で車間距離検出装置がその先行車を検出でき
ない場合には、自車は予めセットされた定速走行に制御されるので、車間距離を一定に保
つというシステムの機能に反して、定速で前方車に接近していくという問題がある。
【０００４】
ここで、検出範囲内でも車間距離検出装置が先行車を検出できない状態として、次の▲１
▼～▲３▼の様な場合が考えられる。▲１▼例えばレーザを利用したものでは、前方車の
リフレクターの汚れや隠れ又は破損等により、反射光が検出レベル以下になった場合、▲
２▼また、ミリ波等の電波を利用した装置では、車両からの反射波が弱くロードノイズ等
のノイズと区別できない場合、▲３▼更に、ＣＣＤ等の画像を利用した装置では、逆光や
明暗差のはげしい環境等で素子性能から完全に画像化できない場合に発生しうる可能性が
ある。
【０００５】
本発明は、前記課題を解決するためになされ、車間距離検出装置の検出性能が１００％完
全ではないという点をシステム側で補い、検出できない車両が存在しても安全性を確保で
きる車両走行制御装置を提供することを目的とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
前記目的を達成するための請求項１の発明は、図１に例示する様に、
自車と先行車との車間距離を所定値に制御する車間距離制御モードを備えた車両走行制御
装置において、
前記車間距離制御モードの設定を行なう車間距離制御モード設定手段Ｍ１と、　該車間距
離モード設定手段Ｍ１によって車間距離制御モードに設定された場合に、前記先行車の有
無を確認する先行車確認手段Ｍ２と、
該先行車確認手段Ｍ２によって先行車の存在が確認された場合には、該先行車を捕獲中で
あることを運転者に報知する先行車報知手段Ｍ３と、
該先行車報知手段Ｍ３によって先行車を捕獲中であることが運転者に報知された場合に、
該運転者の操作に基づいて前記車間距離制御の実行をこの捕獲中の先行車に対して指示す
る車間距離制御指示手段Ｍ４と、
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前記車間距離制御と、車両を一定の設定速度で走行させる定速制御とを切り換えて実施で
きることを特徴とする前記請求項１に記載の車両走行制御装置。



該車間距離制御指示手段Ｍ４の指示によって車間距離制御が実行されている場合に、前記
捕獲中の先行車が消失したか否かを判定する先行車消失判定手段Ｍ５と、
該先行車消失判定手段Ｍ５によって先行車が消失したことが判断された場合には、前記車
間距離制御を中止する車間距離制御中止手段Ｍ６と、
を備えるとともに、
前記先行車消失判定手段Ｍ５は、前記捕獲した先行車が認識状態でないと判定された状態
の連続時間が所定値以上の場合には、前記先行車が消失したと判断することを特徴とする
車両走行制御装置を要旨とする。

【０００８】
【作用】
請求項１の車両走行制御装置では、車間距離制御モード設定手段Ｍ１によって、自車と先
行車との車間距離を所定値に制御する車間距離制御モードに設定された場合に、まず、先
行車確認手段Ｍ２によって、先行車の有無を確認する。次に、先行車確認手段Ｍ２によっ
て先行車の存在が確認された場合には、先行車報知手段Ｍ３によって、先行車を捕獲中で
あることを運転者に報知する。更に、この先行車報知手段Ｍ３によって先行車の捕獲が運
転者に報知された場合には、車間距離制御指示手段Ｍ４によって、自車とその捕獲中の先
行車との車間距離制御の実行を指示して、実際に車間距離制御を行なう。
【０００９】
つまり、この発明は、従来の様に車間距離を制御するモードにて、先行車が検出できない
場合に、所定値にて定速走行制御を行なうのではなく、まず、先行車の有無を確認し、シ
ステム側が先行車を確認した場合には運転者に報知し、この運転者の操作に基づいて初め
て実際の車間距離の制御を行なうものである。よって、何等かの理由で先行車が確認でき
ない場合には、そのまま定速走行制御等を行なうものではないので、極めて安全である。
【００１０】
更に、本発明では、上述した車間距離制御を実行中に、先行車消失判定手段Ｍ５によって
先行車が消失したと判断された場合には、具体的には、捕獲した先行車が認識状態でない
と判定された状態の連続時間が所定値以上の場合には、先行車が消失したと判断され、車
間距離制御中止手段Ｍ６によって、車間距離制御が中止される。
つまり、この発明は、捕獲中の先行車が何等かの原因で確認できなくなった場合（即ち消
失した場合）は、車間距離の制御を中止するものであるので、一層安全性が向上する。

【００１１】
【実施例】
以下に本発明の実施例を図面と共に説明する。図２は、本発明の第１実施例の車両走行制
御装置が適用された車両を表す概略構成図である。
（第１実施例）
図２に示す様に、本実施例の車両走行制御装置は自動車等の車両に搭載されるものであり
、車両の走行制御のための演算処理等を実行するコンピュータ１１を備えている。このコ
ンピュータ１１には、入力情報を受け入れる入力インターフェース１１１、制御情報等を
出力する出力インターフェース１１２、演算動作を行なうＣＰＵ１１３、制御動作等を実
行するプログラムや演算動作のための各種マップ等を記憶したＲＯＭ１１４及び演算制御
等に基づく情報を記憶するＲＡＭ１１５等が設定されている。
【００１２】
そして、このコンピュータ１１に対して、例えば車両の車輪１２等に関連して設定され、
車輪１２の回転速度に対応した信号を検出する車速センサ１３からの検出信号や、前方を
走行する車両等との間の距離を計測する車間距離検出装置１４からの検出信号等が入力さ
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また、請求項２の発明は、前記車間距離制御と、車両を一定の設定速度で走行させる定速
制御とを切り換えて実施できることを特徴とする前記請求項１に記載の車両走行制御装置
を要旨とする。

また、請求項２の発明では、車間距離制御と定速制御とを切り換えて実施することができ
る。



れ、更に設定部１５からのドライバーの操作に応じた信号が入力される。
【００１３】
前記車間距離検出装置１４は、電磁波を照射し前方車両からの反射波を受信して前方車ま
での車間距離を検出する装置であり、例えばレーザレーダやミリ波レーダである。また、
この車間距離検出装置１４は、画像を利用したものを使用することもできる。また、設定
部１５は、ドライバーが操作を行なう操作子、即ち特定車両との車間距離設定，リミット
車速の設定，定車間距離制御（定車間制御）又は定速走行制御（定速制御）の切り換えを
行うスイッチや操作レバー等で構成される。
【００１４】
一方、コンピュータ１１からの出力は、エンジン１６の回転速度を制御するスロットル機
構を駆動するためのスロットルアクチュエータ１７に制御指令として供給され、また車輪
１２にエンジン１６からの動力を伝達するトランスミッション１８を制御するトランスミ
ッションコントローラ１９に制御指令として供給されて、車両の走行速度が調節される。
更に、この出力は、表示・警報デバイス２０へ送られて、各種の情報を運転者に報知する
。尚、この例では入っていないが、大きな制動力を得るために、ブレーキアクチュエータ
へコンピュータ１１から信号を加えても良い。
【００１５】
次に、図３を用いて、本実施例の制御系統を詳しく説明する。
設定部１５はドライバーが適宜設定操作するスイッチ機構等によって構成され、車間距離
設定部１５１、制御切り換え設定部１５２、リミット車速設定部１５３、セット車速設定
部１５４及びキャンセル／アクセル／コースト設定部１５５より構成される。
【００１６】
前記車間距離設定部１５１は、ドライバーが車間距離を設定する部分であり、制御切り換
え設定部１５２は、各制御モード（定速制御、定車間制御）を切り換える部分、リミット
車速設定部１５５は、車間制御時における最大車速をドライバーが設定する部分である。
また、キャンセル／アクセル／コースト設定部１５５は、各制御モードにおいて、キャン
セル（制御中止）、アクセル（加速又は車間を短くする）、コースト（減速又は車間を長
くする）を行う部分である。
【００１７】
この内、制御切り換え設定部１５２、リミット車速設定部１５３、セット車速設定部１５
４、キャンセル／アクセル／コースト設定部１５５は、コンピュータ１１の１つの処理と
して実行される車速制御部２９に入力される。同様に車間距離設定部１５１は、コンピュ
ータ１１の１つの処理として実行される車両特定／消失判定部２４に入力される。
【００１８】
また、車間距離検出装置１４からの車間距離情報は、物体判定部２１に入力される。物体
判定部２１は、測距された複数の車間距離のばらつきの状態を判別し、物体を検出してい
るか否かを判定する。更に、物体を検出している場合は、統計処理により、車間距離を演
算する。
【００１９】
この検出状態及び車間距離は、相対速度演算部２２に入力される。相対速度演算部２２で
は、車間距離の変化状況に基づいて、具体的には一定制御周期毎の車間距離の変化に基づ
いて、自己車両と前方車両との相対速度を計算する。
この結果は、車両判定部２３に入力される。車両判定部２３では、この相対速度の時間的
変化を常時監視して前方の物体が車両であるか否かを判定する。
【００２０】
この判定結果は車両特定／消失判定部２４に入力される。車両特定／消失判定部２４は、
追従開始時においては、次処理となる車間制御開始条件に適合するかどうかを判定する前
方車両を特定する処理を行い、追従中には開始時に特定した車両かどうかの判定を行う。
【００２１】
この判定結果は、車間制御開始・継続／中止判定部２５に入力される。車間制御開始・継
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続／中止判定部２５では、車両特定／消失判定部２４の判定に基づいて、特定した車両に
対する車間制御開始・継続／中止を車間距離と相対速度から判定を行なう。尚、この処理
部では、特定車両に対してドライバーがセットした車間距離を車間制御上の目標車間距離
として、次処理である加減速率計算部２６へ供給する事も行っている。
【００２２】
次に、加減速率計算部２６では、特定車両に対する目標車間距離及び相対速度、更に現在
車間距離から適切な目標加減速率が演算される。
この目標加減速率は目標車速計算部２７に入力され、目標車速計算部２７において積分さ
れて目標車速が算出される。
【００２３】
この目標車速は制御方法検討部２８に入力され、制御方法検討部２８では現在車速と目標
車速とを比較し、通常のスロットル制御でよいか、或はトランスミッション１８等を制御
する必要性が有るか否かを判定する。この為、この制御方法検討部２８には、車速センサ
１３からの車速データも供給されている。
【００２４】
また、目標車速計算部２７及び制御方法検討部２８からの出力は、車速制御部２９に供給
される。車速制御部２９では、車速センサ１４から検出される現在車速を目標車速に一致
させる様に、エンジン１６のスロットルアクチュエータ１７を駆動して、スロットルバル
ブの開度を制御する定速制御を行う。更に、トランスミッション１８までも制御する必要
が生じたときは、トランスミッションコントローラ１９に指令を与えて、トランスミッシ
ョン１８の制御を実行させる。
【００２５】
また、車速制御部２９では、制御切り換え設定部１５２によって、ドライバーが設定した
制御への切り換えを実施する。つまり、ドライバーが定車間制御を選択した場合は、特定
した車両への定車間制御を行い、一方、ドライバーが定速制御を選択した場合は、ドライ
バーのセットしたセット車速（目標車速）での定速制御を実施する。更に、例えば定車間
制御中にドライバーが定速制御に切り換えた場合は、現在車速での定速走行になり、この
逆の場合は、ドライバーが特定車両に対して車間距離をセットした時点からその特定車両
に対する定車間制御を行う。
【００２６】
次に、前記図３で示した物体判定部２１、車両判定部２３、車両特定／消失判定部２４、
車間制御開始・継続／中止判定部２５、加減速計算部２６、目標車速計算部２７、及び制
御方法検討部２８等を構成するコンピュータ１１における処理を、図４～図９のフローチ
ャートに基づいて説明する。尚、図４～図７は制御の全体的な流れを示し、図８及び図９
は個々の処理を詳細に示したものである。
【００２７】
まず図４のステップ３００にて、ドライバーが制御切り換え設定部１５２で、定速制御又
は定車間制御のどちらの制御モードを選択しているか判定する。
ここで定速制御が選択されていると判断されると、ステップ３０１にて、ドライバーがセ
ットした設定車速を目標車速とする定速制御が実施される。尚、定車間制御中に定速制御
に切り換えられた場合は、現在車速を目標車速とする定速制御を行なう。
【００２８】
一方、定車間制御が選択されていると判断された場合は、ステップ３０２にて、車間距離
検出装置１４からの車間距離データが入力され、ステップ３０３にて、この入力された車
間距離データを制御周期毎に評価して、そのばらつきを計算する。
【００２９】
この車間距離データのばらつきを計算した結果に基づいて、ステップ３０４にて、ばらつ
きの程度が所定の設定値より大きいか否かを判定する。
このステップ３０４で、車間距離データのばらつきが大きいと判断された場合は、前方に
実際に物体が無いもの（未検出状態）と見なし、ステップ３０５に進む。
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【００３０】
ステップ３０５では、車間距離及び相対速度を”０”に設定すると共に、物体が未検出状
態であることを記憶する。
一方、ステップ３０４で、車間距離データのばらつきが小さいと判断された場合は、前方
に物体が存在する（物体検出状態）と見なし、次のステップ３０６で車間距離データの変
化から、前方物体との相対速度を計算し、ステップ３０７でその算出した相対速度をバッ
ファに記憶する。尚、車間距離検出装置１４で、反射波のドップラーシフトから相対速度
が検出できる場合は、ステップ３０６を割愛してもよい。
【００３１】
そして、ステップ３０７で、前方車両との相対速度がバッファに順次記憶設定されたなら
ば、次のステップ３０８で、例えばバッファ内の時系列的に記憶された複数の相対速度に
対して、制御周期毎の相対速度を比較し、ある時間内のばらつきの程度を計算する。尚、
このある時間とは、例えば０．５秒程度の時間間隔を採用できる。
【００３２】
続くステップ３０９で、この相対速度のばらつきの程度を設定値と比較判定し、そのばら
つきが小さい場合には、前方の物体が車両（車両認識状態）であると判定し、ステップ３
１０で車間距離並びに相対速度を記憶すると共に、車両認識状態である事を記憶する。
【００３３】
一方、ステップ３０９で、相対速度のばらつきの程度が設定値より大きい場合には、前方
の物体が車両以外であると判定し、ステップ３１１で、物体までの距離を記憶すると共に
、相対速度を”０”に設定し、物体検出状態である事を記憶する。
【００３４】
尚、以上の様な処理は、車間距離検出装置１４の内部で行う様にしても良い。また、この
一連の処理は、車間距離及び相対速度の違いによって分離できる場合は、複数の物体又は
車両を検出しているとして、その各々について実施する。
次に、前記ステップ３０５，３１０，３１１の後に続くステップ３１２にて、前回の制御
周期において、特定車両に対する定車間制御を実施していたかどうかの判定を行う。
【００３５】
ここで、前回定車間制御を実施していないと判断された場合は、ステップ３１３に進み、
後に図８にて詳述する追従車両の特定処理を実施する。一方、前回定車間制御を実施して
いると判断された場合は、ステップ３１４に進み、後に図９にて詳述する特定した追従車
両の消失判定の処理を実施する。
【００３６】
次に、前記ステップ３１３の追従車両の特定処理を、図８のフローチャートを用いて説明
する。
まず、ステップ３１３０１で認識状態の車両が存在するかどうかを判定する。ここで認識
状態のものがなければ、ステップ３１３０５に進み、特定不可能の状態である事を記憶す
る。一方、認識状態の車両があれば、ステップ３１３０２に進み、認識状態の車両が複数
あるかどうかを判定する。
【００３７】
ここで、１つの車両だけの場合は、ステップ３１３０４に進み、認識している車両をその
車間距離と相対速度から特定した事を記憶する。一方、複数の車両を認識している場合は
、ステップ３１３０３に進み、予め決めたルールに従って、車両を特定し、特定した車両
の車間距離と相対速度を記憶する。尚、このルールとは、複数の認識した車両のうち、車
間距離の最も短い車両を特定するとともに、車間距離が同程度のものが複数ある場合は、
特定不可とするものである。
【００３８】
以上が、追従車両の特定処理である。
次に、この追従車両の特定処理の後の処理を示す図５に進み、ステップ３１５にて、車両
が特定できたかどうかを確認する。
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ここで、車両が特定できていない場合は、ステップ３１６で、その旨を表示・報知デバイ
ス２０を通してドライバーに報知する。一方、車両が特定できている場合は、ステップ３
１７に進み、特定車両への追従が可能か否かを判定する。
【００３９】
この追従の可否の判定について、図１０に基づいて説明する。
ここでは、まず図１０に斜線で示す車間距離エリア内に、特定車両との車間距離が入って
いるかどうかを判定し、もしこのエリア内ならば、次に図１１に示す相対速度と車間距離
のグラフの境界線ＡとＢで挟まれる領域（斜線部分）に、特定車両との相対速度が入って
いるかどうかを判定する。つまり、この図１０及び図１１の２つの条件が満たされた場合
に、特定車両は追従可能と判定される。
【００４０】
尚、図１０に示す車間距離エリアは、車速に対する追従を許可する最小車間距離と最大車
間距離を規定しており、ここに示す例では最小車間距離は安全上好ましい車頭時間（タイ
ムヘッドウェイ）１．２秒、最大車間距離は車間距離検出装置１４の最大検出距離を採用
している。
【００４１】
また、図１１に示す相対速度－車間距離のグラフに対する境界線Ａは、例えば自車より早
い先行車に対して、ドライバーの操作遅れ時間を２秒として、２秒後に加速を開始して、
ドライバーに不快感を与えない１．２ｋｍ／ｈ／ｓｅｃの加速度で追従した時に、自車の
追従性能から車間距離検出装置１４の最大検出距離以上に特定した車両が離れずに相対速
度がゼロの安定した追従に入る事ができる最大の相対速度を各車間距離に対してプロット
したものである。境界線Ｂは、例えば自車より遅い先行車に対して、コーストのみの減速
（減速度０．０３Ｇ）で、前方車との相対速度がゼロになる距離が２０ｍ以上、且つ制御
開始した距離（ドライバーが設定した車間距離）の半分以下にはならない領域を各車間距
離に対してプロットしたものである。
【００４２】
次に、図５に戻り、ステップ３１８に進む。そして、ステップ３１７で追従可能と判定さ
れた事が認識された場合は、ステップ３２０に進み、特定車両が追従可能である事、つま
り検出している前方車両が追従できる事をドライバーに表示・警報デバイス２０を通して
報知する。この報知は、例えば特定車両との車間距離をドライバーに（点灯等によって）
表示する等で行われる。
【００４３】
一方、特定車両が追従可能でなければ、ステップ３１９で、その旨ドライバーに報知する
。ここで、前記ステップ３１７による特定車両の追従可能の情報のドライバーへの報知が
あれば、ステップ３１６及びステップ３１９の報知は無くても良い。
【００４４】
次に、ステップ３２１で、ドライバーが車間距離設定部１５１により、セット操作を行っ
たかどうかを判定する。これは、ドライバーがステップ３２０の特定車両への追従が可能
な報知を受けて、ドライバーが好みの車間距離になる様にスロットルを操作して、自車と
特定車両の車間距離を調節して、車間距離設定部１５１によりセット操作を行う為、この
車間距離設定の操作を行ったかどうかを見ているものである。
【００４５】
ここで、ドライバーが車間距離のセット操作を行った場合は、ステップ３２２で、その時
の特定車両との車間距離を目標車間距離として記憶するとともに、ドライバーがセットし
た車間距離が図１０に示す車間距離エリアに入っているか否かを判定する。
【００４６】
ここで、車間距離エリアに入っている場合には、ステップ３２３に進み、ドライバーがセ
ットした車間距離で定車間制御を開始する旨の報知をドライバーに行う。一方、車間距離
エリアに入っていない場合は、ステップ３２４に進み、ドライバーに再セットを促す報知
を行う。
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【００４７】
以上ステップ３１５～３２４が、追従開始時の動作説明である。
次に、追従中の処理内容について説明する。
まず、前記図４のステップ３１２において、前回の制御周期に定車間制御を行っていたと
判定されたならば、ステップ３１４の特定した追従車両の消失判定が実施される。この処
理を図９のフローチャートに沿って説明する。
【００４８】
まず、ステップ３１４０１において、特定車両が未検出状態かどうかを判定する。これは
特定車両の車間距離を制御周期毎に監視する事で容易に行う事ができる。
ここで、未検出状態と判定されると、ステップ３１４０２で、タイマＴＭを制御周期毎に
インクリメントし、未検出状態の連続時間を計測する。一方、未検出状態でないと判定さ
れると、ステップ３１４０３に進み、特定車両が検出状態であるか否かを判定する。
【００４９】
ここで、検出状態と判定されると、ステップ３１４０４で、タイマＴＫを制御周期毎にイ
ンクリメントし、検出状態の連続時間を計測する。一方、検出状態でないと判定されると
、ステップ３１４０５に進み、特定した車両が認識状態であるか否かを判定する。
【００５０】
ここで、認識状態と判定されると、ステップ３１４０６で、タイマＴＭ及びＴＫをゼロに
リセットして、ステップ３１４０７で、複数の車両を認識している場合に、特定車両の車
間距離が最低かどうかの判定を行う。これは、割り込み車両等によって最低車間車両が入
れ替わる場合がある為、この判定を行なうものである。尚、このステップでは、検出状態
の物体に対する距離に対しても比較し、最低かどうかの判定を加えてもよい。
【００５１】
ステップ３１４０７で、最低車間距離でないと判定されると、ステップ３１４１３に進み
、特定車両消失を記憶する。
一方、最低車間距離と判定されると、ステップ３１４０８に進み、前回の制御周期で非検
出状態又は検出状態があったかどうかを判定する。
【００５２】
ここで、この様な状態が無いと判定されると、ステップ３１４１０に進み、追従車両をレ
ベル２で追従中と記憶する。つまり、レベル２で追従中とは、前回及び今回も車両を認識
している状態及びそれに準ずる様な認識の確度が高い状態をいう。
【００５３】
一方、未検出又は検出状態があったと判定された場合は、ステップ３１４０９で、最後の
認識状態時の特定車両との車間距離と現在車間距離が比較される。
ここで、前記距離の差の絶対値が定数Ｌを上回る場合には、前記ステップ３１４１３に進
み、一方、定数Ｌ以下の場合には、前記ステップ３１４１０に進む。尚、定数Ｌは例えば
３ｍの値が採用される。
【００５４】
また、前記ステップ３１４０５で、特定車両が認識状態でないと判定された場合は、ステ
ップ３１４１１に進み、未検出状態及び検出状態の連続時間ＴＭ，ＴＫを、定数Ｎ１及び
Ｎ２で比較する。
ここで、ＴＭ＜Ｎ１且つＴＫ＜Ｎ２の場合のみ、ステップ３１４１２に進み、追従車両を
レベル１で追従中と記憶する。つまり、レベル１で追従中とは、前回車両を認識したが今
回まだ認識状態に到らない様な認識の確度が低い状態をいう。
【００５５】
一方、連続時間ＴＭ，ＴＫがこれ以外の場合は、ステップ３１４１３に進み、特定車両消
失と記憶する。尚、この定数Ｎ１及びＮ２は、例えば０．２秒及び０．５秒の値が採用で
きる。
以上が、特定した追従車両の消失判定の処理の詳細説明である。
【００５６】
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次に、図６に進み、ステップ３２５で、特定車両の消失判定を確認する。
ここで消失が確認されると、ステップ３３０で、定車間制御の中止処理が行われ、自車を
コースト状態（スロットル全閉状態）とし、ステップ３３１で、ドライバーに制御中止を
表示・警報デバイス２０を通して報知し、以後はドライバーのマニュアル操作に委ねる。
【００５７】
尚、この車間制御の中止処理は、例えばある一定時間内に除々に減速して、スロットル全
閉状態にしても良い。こうする事により、予めドライバーに制御の中止を報知するので、
追突等を予防する事ができる。
一方、消失していないと判断されると、ステップ３２６に進み、追従レベル１がどうかを
判定し、もしレベルが１ならばステップ３２７で現車速維持とする。この処理は、基本的
には特定車両のみに追従していくのであるが、例えばカーブや道路の凸凹又は登坂や降坂
等での特定車両の見失いに対する対策であり、先に説明したステップ３１４中のステップ
３１４１１でＮ１及びＮ２の間だけは、短時間的に定速走行を行い、見失いに対する再セ
ットと言った煩わしい操作からドライバーを開放する為の処理である。
【００５８】
一方、レベルが１でないと判定されると、ステップ３２８に進み、定車間制御の継続／中
止判定を、前記図１１に示す境界線Ｃに基づいて実施する。この境界線Ｃは、例えばＯＤ
解除による減速（減速度０．０６Ｇ）で車間距離が１８ｍになる前に相対速度がゼロにな
る領域を各車間距離に対してプロットしたものである。
【００５９】
続く、ステップ３２９では、継続可能かどうかの確認を行い、もし継続不可ならば前記ス
テップ３３０が実施される。
次に、前記ステップ３２９又はステップ３２３の後に行われる処理、即ちドライバーがセ
ットした目標車間距離に対する定車間制御について、図７のフローチャートに基づいて説
明する。
【００６０】
まず、ステップ３３２では、記憶された目標車間距離に対する現在車間距離との差から加
減速率を計算する。
具体的には、図１２に示すような加減速率マップに基づいて加減速を算出する。このマッ
プは、横軸に現在の車間距離から目標車間距離を減じた値（前方車が遠いか近いか）をと
り、縦軸に前方車両との相対速度（近づくか遠のくか）をとる２次元マップデータであっ
て、その各格子点にはその時々の加減速率値が示されている。
【００６１】
この様なマップデータを使用する事によって、前方車両との車間距離は小さいものである
が前方車両が遠ざかって行く車両に対して、不必要な減速制御が行われないようにしてい
る。また、前方車両との車間距離は充分であるが、大きな相対速度で前方車両に近づく状
態にあるときは、早目に減速制御が開始されるようにしており、実際の走行状況に対応し
たきめ細やかな車間制御を行う事ができる。そして、一律のマップによって連続的に加減
速率を求めているものである為、不連続感のない加減速率制御が実現される。
【００６２】
この様にして、加減速率が求められたならば、ステップ３３３で目標車速を下式（１）を
用いて計算する。
ＶＭ＝ＶＭ＋ＫＶＭ×ＤＶ×ｄｔ　　　　　　　　　　　　　　　　…（１）
ＶＭ：目標車速（ｋｍ／ｈ）
ＤＶ：ステップ３３２で計算した加減速率（ｋｍ／ｈ／ｓｅｃ）
ＫＶＭ：ＶＭ－ＶＮ＜ＤＶが異符号の時は３，同符号の時は１
ＮＶ：現在車速
ｄｔ：制御周期（例えば５０ｍｓｅｃ）
ここで、ＫＶＭは、加速から減速又はこの逆の車速制御における応答性を改善する効果が
ある。
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【００６３】
続くステップ３３３で、目標車速が計算された後、ステップ３３４で、計算された目標車
速が現在車速から大きく離れないようにリミットをかけている。例えば（ＶＮ－１０ｋｍ
／ｈ）≦ＶＭ＜（ＶＮ＋３．５ｋｍ／ｈ）なる制限を目標車速に与え、この範囲に入って
いなければ、計算された目標車速を変更する。これは、車速制御部２８において、急加速
あるいは急減速の制御が行われない様にする処置である。
【００６４】
更に、このステップ３３４では、リミット車速設定部１５３でドライバーが設定したリミ
ット車速以内であるかどうかも合わせて判定し、もしリミット車速以上であれば、リミッ
ト車速に目標車速を変更する処理が実施される。
次に、ステップ３３５では、目標車速と現在車速との差を求め、続くステップ３３６～３
３９において、ステップ３３５で求めた目標車速と現在車速との差を、－４、－９、－３
、－１とそれぞれ比較する。
【００６５】
つまり、ステップ３３６でその差速度が－４ｋｍ／ｈにより大きいと判定された時は、ス
テップ３４０に進んでスロットル全閉の処理を行う。又、ステップ３３７で差速度が－６
ｋｍ／ｈより大きいと判定された時は、ステップ３４１でＯＤ解除を行う。そして、ステ
ップ３３８において差速度が－３ｋｍ／ｈより小さいと判定された状態で、ステップ３４
２でＯＤを復帰させ、更にステップ３３９において差速度が－１ｋｍ／ｈより小さくなっ
たと判定された時には、ステップ３４３でスロットル全閉制御を解除する。
【００６６】
つまり、前記ステップ３３５～３３９の処理は、制御方法検討部２８において、図１３に
示す領域マップを用いて選択された制御方法に基づいて行われる制御を示している。
この領域マップにあっては、横軸にステップ３３５で求められる目標車速と現在車速との
差を取っており、この例では目標車速が現在車速に較べて４ｋｍ／ｈ以上小さかったとき
にスロットル全閉とし、９ｋｍ／ｈ小さかったときに合わせて、トランスミッションのオ
ーバードライブ（ＯＤ）を解除（高い減速比の選択）する事を表わしている。そして、そ
れぞれの復帰は１ｋｍ／ｈ未満及び３ｋｍ／ｈ未満になったときに行い、この様にヒステ
リシスを設定したのは、制御方法が変更された時の不連続性を減らす為である。
【００６７】
この制御方法検討部２８の処理を行う事によって、目標車速が減少しているにも関わらず
、現在車速が減少しない状況、例えば下り坂の走行時あるいは車速が低い状態の時を自動
的に検出し、この検出状況に応じてトランスミッションを制御して、より高い減速比が選
択され、高い減速度が得られるようになる。
【００６８】
この様に構成にする事により、本実施例の車両走行制御装置では、車間距離検出装置１４
が確実に前方車両を検出している状態でなくては、車間距離制御を行う事ができなくなり
、またドライバー自身がシステムが特定した車両に対する車間距離をセットするので、確
実にシステムが特定した車両とドライバーが見ている車両を一致させる事ができ、且つド
ライバーが設定した車間距離で追従している特定車両が自車線上を車線変更又は他車の割
り込み等で消失した場合には、定車間制御を中止しスロットル全閉状態になり、ドライバ
ーのマニュアル操作に完全に制御が移り変わる。
【００６９】
この為、車間距離検出装置１４で検出できない車両が存在しても、その様な車両に対して
は車間制御を行う事ができず、又その様な車両が割り込んで来た場合は特定車両との間に
電磁的な障害物が入ってきた事になるので、特定車両が検出できなくなり、定車間制御が
自動的に中止する事になる。
【００７０】
従って、車間距離検出装置１４の不完全な検出性能を安全サイドに補う事が可能となる。
更に、この様にドライバー自身が設定した車両に対して追従するという動作は、マニュア
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ル走行のドライバー主体の走行パターンに類似しており、定車間制御を実施している場合
でも、違和感なくドライバー主体の使用形態になり、システムに依存する事で問題となる
安全回避動作の遅延や居眠り等の防止に効果がある。
【００７１】
この実施例では、定車間制御と定速制御とを切り換えるシステムについて説明したが、定
車間制御のみを行なうシステムも当然考えることができる。以下他の実施例についても同
様である。
（第２実施例）
次に、第２実施例の車両走行制御装置について説明するが、ここでは、前記第１実施例と
異なる点についてのみ説明する。
【００７２】
図１４に本実施例の装置構成を示す様に、本実施例では、前記第１実施例の装置にステア
リングセンサ８１が追加された構成となる。このステアリングセンサ８１は車両の操舵角
を検出するセンサであり、ステアリングセンサ８１からの操舵角の情報がコンピュータ１
１に入力される。また、車間距離検出装置１４としては、異なる方向に電磁波を送信し、
送信した電磁波の反射体による反射波を受信するタイプ、或は広範囲に電磁波を送信し、
送信した電磁波の反射波を１つ又は複数の異なる方向に向けられた受信部で受信するタイ
プが採用でき、例えば車間距離検出装置１４が、前方の複数の方向に対して検出エリアを
有している場は、その方向と検出距離の情報がコンピュータ１１に入力される。
【００７３】
次に、本実施例の車両走行制御装置の制御系統の構成のブロック図を、図１５に示す。
本実施例が第１実施例と異なる部分は、ステアリングセンサ８１及び車速センサ１３から
の信号がカーブ量計算部９２に入力され、操舵角から実験式により走行しているカーブ半
径を計算し、この情報が先行車確度判定部９１に入力される部分である。
【００７４】
この先行車確度判定部９１は、カーブ量計算部９２で計算したカーブ半径と物体判定部２
１からの信号による車間距離検出装置１４の検出エリアの形状とから、現在検出している
物体が自車線領域に存在するかどうかを判定し、その結果を車両特定／消失部２４に入力
する。
【００７５】
次に、本実施例の制御処理をフローチャートに基づいて説明するが、詳細な処理のフロー
チャートは、基本的に第１実施例とほぼ同様であり、異なる部分は、追従車両の特定判定
（ステップ３１３に該当）及び特定した追従車両の消失判定（ステップ３１４に該当）で
あるので、これについて説明する。
【００７６】
まず、追従車両の特定判定について、図１６のフローチャートに基づいて説明する。
ステップ３１３１０１０１において、現在認識状態の車両があるかどうか判定する。
【００７７】
ここで、もし無ければ、ステップ３１３１０１０２で特定不可を記憶する。一方、認識車
両がいれば、ステップ３１３１０１０３に進み、センサの検知エリアの形状及び操舵角か
ら、現在認識中になっている車両が自車線領域かどうかを判定する。
【００７８】
ここで、認識中の自車線領域に車両が存在する事が確認された場合は、ステップ３１３１
０１０４で、車間距離が最も短い自車線領域の車両を特定車両として記憶する。一方、認
識中の自車線領域の車両が存在しないと判定された場合は、ステップ３１３１０１０５で
特定車両がない事を記憶する。
【００７９】
次に、特定した追従車両の消失判定について、図１７のフローチャートに基づいて説明す
る。ここでは第１実施例との相違点についてのみ説明する。
ステップ３１４１０２０５で特定した車両が、認識状態にある事が確認された場合、ステ
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ップ３１４１０２０６でその特定した車両が自車線領域にいるかどうかを判定し、もし自
車線領域と判定されれば、以下ステップ３１４１０２０７から第１実施例と同様なステッ
プを実行する。
【００８０】
一方、ステップ３１４１０２０６で、自車線領域でないと判定された場合は、ステップ３
１４１０２１４で特定車両の消失を記憶する。
この様に、本実施例では、上述した追従車両の特定判定及び特定した追従車両の消失判定
を行なうので、第１実施例と同様な効果を奏するとともに、操舵角に応じてより適切に車
両の認識を行なうことができるという利点がある。
（第３実施例）
次に、第３実施例の車両走行制御装置について説明する。
【００８１】
本実施例では、車間距離検出装置１４は、異なる方向に電磁波を送信し、送信した電磁波
の反射体による反射波を受信するタイプ、又は広範囲に電磁波を送信し、送信した電磁波
の反射波を複数の異なる方向に向けられた受信部で受信するタイプの車間距離検出装置を
使用するが、ステアリングセンサは使用しない。
【００８２】
前記車間距離検出装置４は、前方の複数の方向に対して検出エリアを有している場合は、
その方向と検出距離をコンピュータ１１に送信する。
次に、本実施例の制御処理をフローチャートに基づいて説明するが、詳細な処理のフロー
チャートは、基本的に第１実施例と同様であり、異なる部分は、追従車両の特定判定（ス
テップ３１３に該当）及び特定した追従車両の消失判定（ステップ３１４に該当）である
ので、これについて説明する。
【００８３】
まず、追従車両の特定判定について、３つ（左、中央、右）の検出エリアを持つ車間距離
検出装置を例にして、図１８のフローチャートに沿って説明する。
ステップ３１３１１１０１において、まず中央エリアに、現在認識状態の車両があるかど
うかを判定する。これは中央エリアが、自車線領域に存在する確率が他のエリアに較べ高
いので、追従開始時の車両を特定するのに使用するためである。
【００８４】
ここで、もし認識車両が無ければ、ステップ３１３１１１１０５で特定不可を記憶する。
一方、認識車両がいれば、ステップ３１３１１１１０２に進み、現在認識中になっている
車両が複数あるかどうかを判定する。
ここで、一つの車両しか認識状態でない場合には、ステップ３１３１１１０４で、その車
両を特定車両として記憶する。
【００８５】
一方、認識中の車両が複数存在する事が確認された場合は、ステップ３１３１１１０３で
、車間距離が最も短い自車線領域の車両を特定車両として記憶するか、或は車間距離が同
程度のものが複数ある場合は、特定不可とする。
次に、特定した追従車両の消失判定についてを、図１９のフローチャートに基づいて説明
する。ここでは第１実施例との相違点についてのみ説明する。
ステップ３１４１１２０１で、特定車両が左、中央、右の何れのエリアにもいなくなった
場合、ステップ３１４１１２０２でタイマＴＭをインクリメントする。これは、特定車両
の車間距離の時間的な連続性から、３つの検出エリア内で特定車両を追跡する事は容易に
行えるが、これらのエリアで追跡車両が検出できなくなった状態を意味し、その連続時間
をタイマＴＭで計測しているものである。
【００８６】
また、ステップ３１４１１２０３でも、同様の処理が特定車両の検出状態に対して行われ
、ステップ３１４１１２０４で、その連続時間をタイマＴＫで計測する。
次に、ステップ３１４１１２０５で特定した車両が、何れかの検出エリアで認識状態にあ
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る事が確認された場合、ステップ３１４１１２０６でタイマＴＭとＴＫをゼロクリアして
、ステップ３１４１１２０７で特定車両の車間距離が他の検出車両に対して最短かどうか
を判定する。
【００８７】
ここで、もし最短でなければ、ステップ３１４１１２１３に進み、特定車両消失と記憶す
る。一方、車間距離が最短ならば、ステップ３１４１１２０８に進み、前回の制御周期で
未検出又は検出状態かどうかを判定する。
ここで、もしこれらの状態が無ければ、ステップ３１４１１２１０へ進み、追従車両をレ
ベル２で追従中と記憶する。一方、前回の制御周期で未検出又は検出状態であれば、ステ
ップ３１４１１２０９に進み、最後の認識状態時の車間距離と現在車間距離を比較する。
【００８８】
ここで、定数Ｌを上回る場合は、特定車両が未検出又は検出中に入れ替わったと判断し、
ステップ３１４１１２１３に進み、特定車両消失を記憶する。一方、定数Ｌ以下ならば、
特定車両を継続的に検出していると判断し、ステップ３１４１１２１０に進み、追従車両
をレベル２で追従中と記憶する。
【００８９】
また、前記ステップ３１４１１２０５で、認識中の車両でないと判定した場合は、ステッ
プ３１４１１２１１に進み、タイマＴＭ及びＴＫの継続時間を予め決めた定数Ｎ１及びＮ
２と比較する。
ここで、これらの定数Ｎ１，Ｎ２より継続時間が何れも短ければ、ステップ３１４１１２
１２で追従車両をレベル１で追従中と記憶する。一方、何れかでも大きい場合は、ステッ
プ３１４１１２１３で、特定車両消失を記憶する。
【００９０】
この様に、本実施例では、上述した追従車両の特定判定及び特定した追従車両の消失判定
を行なうので、第１実施例と同様な効果を奏するとともに、検出エリアを３つ形成してい
るので、より精密な検出及びそれに基づく制御を行なうことができるという利点がある。
（第４実施例）
次に、第４実施例の車両走行制御装置について説明する。
【００９１】
本実施例では、車間距離検出装置１４は、広範囲に電磁波を送信し、送信した電磁波の反
射波を１つ受信部で受信し、且つこの広範囲に送信しているエリアの中央部分に重複する
様に絞った電磁波を送信し、その送信した電磁波を同一又は異なる一つの受信部で受信す
るタイプの車間距離検出装置を使用する。この車間距離検出装置１４は、各々のエリアに
於て検出した距離をコンピュータ１１に送信する。
【００９２】
ここでは、広範囲エリアとその中央部分に重複する絞り込みエリアを各々独立に持つもの
を使用する。例えば、広範囲に送信する部分はミリ波を利用し、絞り込んで送信する部分
は、レーザ光を利用する。
尚、本実施例では、第２実施例の様にステアリングセンサは使用しなくてもよい。使用し
た場合は、第２実施例で説明した先行車判定のロジックを利用するが、ここでは、使用し
ない例について説明する。
【００９３】
次に、本実施例の制御処理をフローチャートに基づいて説明するが、詳細な処理のフロー
チャートは、基本的に第１実施例と同様であり、異なる部分は、追従車両の特定判定（ス
テップ３１３に該当）及び特定した追従車両の消失判定（ステップ３１４に該当）である
ので、これについて説明する。
【００９４】
まず、追従車両の特定判定について、図２０のフローチャートに沿って説明する。
ステップ３１３１２１０１で、絞り込んだエリア内に認識車両が存在するかどうかを判定
する。
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【００９５】
ここで、もし認識車両がいなければ、ステップ３１３１２１０５に進み、特定不可能を記
憶する。一方、認識車両がいる場合は、ステップ３１３１２１０２に進み、広範囲エリア
でも、絞り込みエリア内で認識している車両が認識中となっているか否かを判定する。こ
れは両エリア内の認識中の車両の車間距離及び相対速度を比較する事で行われる。
【００９６】
ここで、もし広範囲エリア内に、同一の車両が認識中でない場合は、ステップ３１３１１
０５に進み、特定不可能を記憶する。一方、広範囲エリアに同一車両が認識中である場合
は、ステップ３１３１２１０３に進み、両エリアで認識中の車両が複数かどうかを判定す
る。
【００９７】
ここで、もし１つの車両のみが、両エリアで認識中の場合は、ステップ３１３１２１０６
に進み、その車両を特定車両として記憶する。この場合、検出状態の物体の距離も考慮し
て、もし検出状態の物体が認識中の車両より近くにある事が判明していれば、この特定車
両としての記憶は行わない様にしてもよい。
【００９８】
一方、複数の認識中の車両がある場合、ステップ３１３１２１０４に進み、車間距離が最
も短い車両を特定車両として記憶するか、或は車間距離が同程度のものが複数ある場合は
、特定不可とする。但し、この場合も、検出状態の物体の距離を考慮して、車両の特定を
行う様にしてもよい。
【００９９】
つまり、この様に、車両の特定作業が行われ、定車間制御が開始されると、特定車両は広
範囲エリア内で、車間距離の時間的連続性から常に監視される事になる。
次に、特定した追従車両の消失判定について、図２１のフローチャートに基づいて説明す
る。ここでは、第１実施例との相違点についてのみ説明する。
【０１００】
まず、ステップ３１４１２２０１で特定車両が広範囲エリア内にいなくなった場合（未検
出状態）、ステップ３１４１２２０２でタイマＴＭをインクリメントする。これは、この
エリアで追跡車両が検出できなくなった状態を意味し、その連続時間をタイマＴＭで計測
しているものである。
【０１０１】
次に、ステップ３１４１２２０３でも、同様の処理が特定車両の検出状態に対して行われ
、その連続時間をタイマＴＫで計測する。
次に、ステップ３１４１２２０５で特定した車両が、広範囲エリアで認識状態にある事が
確認された場合、ステップ３１４１２２０６でタイマＴＭとＴＫをゼロクリアして、ステ
ップ３１４１２２０７で特定車両の車間距離が他の認識中の車両に対して最短かどうかを
判定する。この場合、検出状態の物体との距離も考慮して判定してもよい。
【０１０２】
ここで、もし最短でなければ、ステップ３１４１２２１３に進み、特定車両消失と記憶す
る。一方、車間距離が最短ならば、ステップ３１４１２２０８に進み、前回の制御周期で
未検出又は検出状態かどうかを判定する。
ここで、もしこれらの状態がなければ、ステップ３１４１２２１０へ進み、追従車両をレ
ベル２で追従中と記憶する。一方、前回の制御周期で未検出又は検出状態であれば、ステ
ップ３１４１２２０９に進み、最後の認識状態時の車間距離と現在車間距離を比較する。
【０１０３】
ここで、定数Ｌを上回る場合は、特定車両が未検出又は検出中に入れ替わったと判断し、
ステップ３１４１２２１３に進み、特定車両消失を記憶する。一方、定数Ｌ以下ならば、
特定車両を継続的に検出していると判断し、ステップ３１４１２２１０に進み、追従車両
をレベル２で追従中と記憶する。
【０１０４】
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また、前記ステップ３１４１２２０５で、認識中の車両がないと判定した場合は、ステッ
プ３１４１２２１１に進み、タイマＴＭ及びＴＫの継続時間を予め決めた定数Ｎ１及びＮ
２と比較する。
ここで、これらの定数Ｎ１，Ｎ２より継続時間が何れも短ければ、ステップ３１４１２２
１２で追従車両をレベル１で追従中と記憶する。一方、何れかでも大きい場合は、ステッ
プ３１４１２２１３で、特定車両消失を記憶する。
【０１０５】
この様に、本実施例では、上述した追従車両の特定判定及び特定した追従車両の消失判定
を行なうので、第１実施例と同様な効果を奏するとともに、広範囲エリアにて重複する信
号を用いているので、より精密な検出及びそれに基づく制御を行なうことができるという
利点がある。
（第５実施例）
次に、第５実施例の車両走行制御装置について説明する。
【０１０６】
本実施例では、車間距離検出装置１４は、前方画像を利用して、前方車両との車間距離を
検出するタイプを使用する。これは例えば、三角測量法を応用したＣＣＤカメラを用いた
ステレオ方式の測距装置を考える。この車間距離検出装置１４は、画像から検出した検出
距離及び画像データから前方車両の形状からの特徴抽出が可能かどうかの信号をコンピュ
ータ１１に送信する。
【０１０７】
尚、本実施例では、第２実施例の様にステアリングセンサは使用しなくてもよい。使用し
た場合は、第２実施例で説明した先行車判定のロジックを利用するが、ここでは、使用し
ない例について説明する。
次に、本実施例の制御処理をフローチャートに基づいて説明するが、詳細な処理のフロー
チャートは、基本的に第１実施例と同様であり、異なる部分は、追従車両の特定判定（ス
テップ３１３に該当）及び特定した追従車両の消失判定（ステップ３１４に該当）である
ので、これについて説明する。
【０１０８】
まず、追従車両の特定判定について、図２２のフローチャートに沿って説明すステップ３
１３１３１０１で、絞り込んだエリア内に認識車両が存在するかどうかを判定する。
ここで、もし認識車両がいなければ、ステップ３１３１３１０５に進み、特定不可能を記
憶する。一方、認識車両がいる場合は、ステップ３１３１３１０２に進み、認識中の車両
が画像データから特定できるかどうか判定する。これは車両の形状等の特徴抽出により行
われる。
【０１０９】
ここで、もし画像データから車両を特定できない場合は、ステップ３１３１２１０５に進
み、特定不可能を記憶する。一方、画像データから車両が特定できる場合は、ステップ３
１３１３１０３に進み、認識中で且つ特定可能な車両が複数がどうかを判定する。
【０１１０】
ここで、もし１つの車両のみならば、ステップ３１３１３１０６に進み、その車両を特定
車両として記憶する。この場合、検出状態の物体の距離も考慮して、もし検出状態の物体
が認識中の車両より近くにある事が判明していれば、この特定車両としての記憶は行わな
い様にしてもよい。
【０１１１】
一方、複数の認識中の車両がある場合は、ステップ３１３１３１０４に進み、車間距離が
最も短い車両を特定車両として記憶する。但し、この場合も、検出状態の物体の距離を考
慮して、車両の特定を行ってもよい。
つまり、この様に、車両の特定作業が行われ、定車間制御が開始されると、特定車両は車
間距離の時間的連続性と画像データからの特徴抽出を利用して常に監視される事になる。
【０１１２】
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次に、特定した追従車両の消失判定について、図２３のフローチャートに基づいて説明す
る。ここでは第１実施例との相違点についてのみ説明する。
まず、ステップ３１４１３２０１で特定車両がいなくなった場合、ステップ３１４１３２
０２でタイマＴＭをインクリメントする。これは、このエリアで追跡車両が検出できなく
なった状態を意味し、その連続時間をタイマＴＭで計測している。
【０１１３】
次に、ステップ３１４１３２０３でも、同様の処理が特定車両の検出状態に対して行われ
、その連続時間をタイマＴＫで計測する。
次に、ステップ３１４１３２０５で特定した車両が、認識状態にある事が確認された場合
、ステップ３１４１３２０６でタイマＴＭとＴＫをゼロクリアして、ステップ３１４１３
２０７で特定車両の車間距離が他の認識中の車両に対して最短かどうかを判定する。この
場合、検出状態の物体との距離も考慮して判定する。
【０１１４】
ここで、もし最短でなければ、ステップ３１４１３２１３に進み、特定車両消失と記憶す
る。一方、車間距離が最短ならば、ステップ３１４１３２０８に進み、前回の制御周期で
未検出又は検出状態かどうかを判定する。
ここで、もしこれらの状態がなければ、ステップ３１４１２２１０へ追従車両をレベル２
で追従中と記憶する。一方、前回の制御周期で未検出又は検出状態があれば、ステップ３
１４１３２０９に進み、最後の認識状態時の車間距離と現在車間距離を比較する。
【０１１５】
ここで、定数Ｌを上回る場合は、特定車両が未検出又は検出中に入れ替わったと判断し、
ステップ３１４１３２１３に進み、特定車両消失を記憶する。一方、もし定数Ｌ以下なら
ば、特定車両を継続的に検出していると判断し、ステップ３１４１３２１０に進み、追従
車両をレベル２で追従中と記憶する。
【０１１６】
また、前記ステップ３１４１３２０５で、認識中の車両がないと判定した場合は、ステッ
プ３１４１３２１１に進み、タイマＴＭ及びＴＫの継続時間を予め決めた定数Ｎ１及びＮ
２と比較する。
ここで、これらの定数Ｎ１，Ｎ２より継続時間が何れも短ければ、ステップ３１４１３２
１２で追従車両をレベル１で追従と記憶する。一方、何れかでも大きい場合は、ステップ
３１４１３２１３で、特定車両消失を記憶する。
【０１１７】
この様に、本実施例では、上述した追従車両の特定判定及び特定した追従車両の消失判定
を行なうので、第１実施例と同様な効果を奏するとともに、ＣＣＤカメラを使用するので
、電磁波による障害等に影響されることなく、より精密な検出及びそれに基づく制御を行
なうことができるという利点がある。
【０１１８】
尚、前記本発明の実施例について説明したが、本発明はこの様な実施例に何等限定される
ものではなく、各種の態様で実施できることは勿論である。
【０１１９】
【発明の効果】
以上説明した様に、請求項１の発明は、従来の様に車間距離を制御するモードにて先行車
が検出できない場合に、所定値にて定速走行制御を行なうのではなく、まず先行車の有無
を確認し、先行車を確認した場合にはその旨運転者に報知し、この運転者の操作によって
初めて実際の車間距離の制御を行なうものである。
【０１２０】
よって、何等かの理由で先行車が確認できない場合には、定速走行制御等を行わないので
、極めて安全であり、運転者が適切な運転を行なうことができるという顕著な効果を奏す
る。
更に、本発明では、前記車間距離制御を行なっている際に、捕獲中の先行車を消失した場
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合は、車間距離制御を中止するので、追突等を防止でき一層安全性が向上するという特長
がある。

【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の構成を例示する概略構成図である。
【図２】第１実施例のシステム構成を示すブロック図である。
【図３】第１実施例の制御系統を示すブロック図である。
【図４】第１実施例の制御処理のメインルーチンの一部を示すフローチャートである。
【図５】第１実施例の制御処理のメインルーチンの一部を示すフローチャートである。
【図６】第１実施例の制御処理のメインルーチンの一部を示すフローチャートである。
【図７】第１実施例の制御処理のメインルーチンの一部を示すフローチャートである。
【図８】第１実施例の追従車両の特定処理を示すフローチャートである。
【図９】第１実施例の特定した追従車両の消失処理を示すフローチャートである。
【図１０】第１実施例の制御開始可能車間エリアを示すグラフである。
【図１１】第１実施例の適性車間エリアを示すグラフである。
【図１２】第１実施例の基本加減速量のマップを示す説明図である。
【図１３】第１実施例の車速の制御方法を示すグラフである。
【図１４】第２実施例のシステム構成を示すブロック図である。
【図１５】第２実施例の制御系統を示すブロック図である。
【図１６】第２実施例の追従車両の特定処理を示すフローチャートである。
【図１７】第２実施例の特定した追従車両の消失処理を示すフローチャートである。
【図１８】第３実施例の追従車両の特定処理を示すフローチャートである。
【図１９】第３実施例の特定した追従車両の消失処理を示すフローチャートである。
【図２０】第４実施例の追従車両の特定処理を示すフローチャートである。
【図２１】第４実施例の特定した追従車両の消失処理を示すフローチャートである。
【図２２】第５実施例の追従車両の特定処理を示すフローチャートである。
【図２３】第５実施例の特定した追従車両の消失処理を示すフローチャートである。
【符号の説明】
Ｍ１…車間距離制御モード設定手段
Ｍ２…先行車確認手段
Ｍ３…先行車報知手段
Ｍ４…車間距離制御指示手段
Ｍ５…先行車消失判定手段
Ｍ６…車間距離制御中止手段
１１…コンピュータ　　　　　　　１３…車速センサ
１４…車検距離検出装置　　　　　１５…設定部
１６…エンジン　　　　　　　　　　２０…表示・警報デバイス
２４…車両特定／消失判定部　　　２５…車間制御開始・継続／中止判定部
２９…車速制御部　　　　　　　　１１３…ＣＰＵ
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また、請求項２の発明では、車間距離制御と定速制御とを切り換えて実施することができ
る。



【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】 【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】 【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ８ 】 【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】 【 図 ２ １ 】
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【 図 ２ ２ 】 【 図 ２ ３ 】
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